
令和２年度２月補正

部（公室・局）：商工労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

商工政策課 職員給与費 商工政策課職員給与費 108,297 29,005 29,005 29,005 A 29,005 29,005 A 29,005 29,005 A 要求どおり

商工政策課 職員給与費 大阪事務所職員給与費 67,805 ▲ 1,752 ▲ 1,752 ▲ 1,752 A ▲ 1,752 ▲ 1,752 A ▲ 1,752 ▲ 1,752 A 要求どおり

商工政策課 人材確保強化事業
ＵＩＪターン就職関連イベントの開催に要する
経費（所要見込額の減）

12,504 ▲ 12,504 ▲ 12,504 ▲ 12,504 A ▲ 12,504 ▲ 12,504 A ▲ 12,504 ▲ 12,504 A 要求どおり

商工政策課
休業要請協力金・事業継続
支援金事業

休業要請に応じた事業者への協力金の支給、国
の持続化給付金の対象外となる事業者への支援
金の交付に要する経費（所要見込額の減）

4,263,165 ▲3,322,477 ▲ 3,322,477 ▲ 3,322,477 A ▲ 3,322,477 ▲ 3,322,477 A ▲ 3,322,477 ▲ 3,322,477 A 要求どおり

商工政策課
市町村派遣職員人件費負担
金

市町村からの派遣職員人件費に対する負担金 4,022 4,022 4,022 A 4,022 4,022 A 4,022 4,022 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

職員給与費 商工振興金融課職員給与費 201,932 ▲ 766 ▲ 766 ▲ 766 A ▲ 766 ▲ 766 A ▲ 766 ▲ 766 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

令和2年7月豪雨に係る都道
府県派遣職員負担金(商工振
興金融課分)

令和2年7月豪雨に係る都道府県派遣職員の負担
金

7,140 7,140 7,140 A 7,140 7,140 A 7,140 7,140 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

熊本地震に係る都道府県派
遣職員負担金（商工振興金
融課分）

熊本地震に係る都道府県派遣職員の負担金 43,000 ▲ 43,000 ▲ 43,000 ▲ 43,000 A ▲ 43,000 ▲ 43,000 A ▲ 43,000 ▲ 43,000 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

商店街新型コロナウイルス
感染症対策支援事業

商店街が実施する衛生環境整備や業態の転換等
のコロナ対策に係る経費の助成（所要見込額の
減）

90,500 ▲ 62,000 ▲ 62,000 ▲ 62,000 A ▲ 62,000 ▲ 62,000 A ▲ 62,000 ▲ 62,000 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

国庫支出金返納金
中小企業等グループ施設等復旧整備補助金に係
る国庫支出金返納金

55,610 9,658 9,658 9,658 A 9,658 9,658 A 9,658 9,658 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

新型コロナウイルス感染症
金融対策基金積立金

新型コロナウイルスの影響を受けた事業者の資
金繰り支援に係る保証料補助等に係る経費の積
立金

5,013,602 4,338,848 4,338,848 B 4,393,848 4,393,848 B 4,393,848 4,393,848 A
事業内容等の
精査

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業金融総合支援事業
県内事業者の金融円滑化に係る預託、保証料補
助、損失補償、利子補給等に係る経費（所要見
込額の減）

100,588,564 289,086 141,728 141,728 B 153,056 153,056 B 153,056 153,056 A
事業内容等の
精査

商工雇用創生局
商工振興金融課

新型コロナウイルス感染症
等経営改善推進事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小
企業等に対する専門家を活用したきめ細かな支
援の実施等に要する経費（所要見込額の減）

101,936 ▲ 154 ▲ 154 ▲ 154 A ▲ 154 ▲ 154 A ▲ 154 ▲ 154 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

商工会商工会議所・商工会
連合会補助

小規模事業者の経営指導等を行う商工会・商工
会議所、熊本県商工会連合会に対する助成（所
要見込額の減）

2,235,390 6,547 6,547 6,547 A 6,547 6,547 A 6,547 6,547 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

くまもと型小規模事業者経
営発展支援事業

熊本地震で被災した事業者に対する生産性向
上、販路開拓等に係る経費の助成（所要見込額
の減）

108,000 ▲ 8,000 ▲ 8,000 ▲ 8,000 A ▲ 8,000 ▲ 8,000 A ▲ 8,000 ▲ 8,000 A 要求どおり

査定理由等

各段階における要求・査定の概要について
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商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業者業態転換等支援
事業

感染症の影響による、環境変化に応じた中小企
業者の業態転換等の取組みに対する助成（所要
見込額の減）

107,758 ▲ 465 ▲ 465 ▲ 465 A ▲ 465 ▲ 465 A ▲ 465 ▲ 465 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業者業態転換等支援
事業（R2経済対策分）

感染症の影響による、環境変化に応じた中小企
業者の業態転換等の取組みに対する助成の追加

107,758 160,000 160,000 160,000 B 160,000 160,000 B 160,000 160,000 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業等復旧・復興支援
事業

グループ補助金の円滑かつ適正な交付に向けた
支援等に要する経費（所要見込額の減）

73,694 ▲ 31,325 ▲ 31,325 ▲ 31,325 A ▲ 31,325 ▲ 31,325 A ▲ 31,325 ▲ 31,325 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

なりわい再建支援事業
令和2年7月豪雨で被災した中小企業等の施設・
設備に係る復旧費用補助に要する経費

24,112,095 ▲ 32,236 ▲ 32,236 ▲ 32,236 A ▲ 32,236 ▲ 32,236 A ▲ 32,236 ▲ 32,236 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

なりわい再建支援事業（R2
経済対策分）

なりわい再建支援補助金の自己負担分借り入れ
に係る利子の助成

24,112,095 53,437 51,204 51,204 B 51,204 51,204 B 51,204 51,204 A
事業内容等の
精査

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業振興資金特別会計
繰出金

中小企業振興資金特別会計資金の運用利息分に
係る特別会計への繰出金

18 35 35 35 A 35 35 A 35 35 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職員給与費 労働雇用創生課職員給 198,232 ▲ 426 ▲ 426 ▲ 426 A ▲ 426 ▲ 426 A ▲ 426 ▲ 426 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

若者の県内就労促進企業支
援事業

新規高卒者等の県内就職率を高め、人材の県外流
出を防ぐための取組みに対する助成等
（所要見込額の減）

49,704 ▲ 26,652 ▲ 26,652 ▲ 26,652 A ▲ 26,652 ▲ 26,652 A ▲ 26,652 ▲ 26,652 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

認定訓練実施事業
認定職業訓練校が行う職業訓練等に対する助成
（所要見込額の減）

155,600 ▲ 40,405 ▲ 40,405 ▲ 40,405 A ▲ 40,405 ▲ 40,405 A ▲ 40,405 ▲ 40,405 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技能検定事業費
技能検定実施にかかる熊本県職業能力開発協会に
対する補助等に要する経費
（所要見込額の減）

62,725 ▲ 10,177 ▲ 10,177 ▲ 10,177 A ▲ 10,177 ▲ 10,177 A ▲ 10,177 ▲ 10,177 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

みらいの技能士育成ステッ
プ事業

技能士の活躍や技能の情報発信に要する経費及び
技能向上や人材育成に取り組む技能団体に対する
助成（所要見込額の減）

4,038 ▲ 2,538 ▲ 2,538 ▲ 2,538 A ▲ 2,538 ▲ 2,538 A ▲ 2,538 ▲ 2,538 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職員給与費 高等技術専門校職員給与費 129,668 ▲ 13,524 ▲ 13,524 ▲ 13,524 A ▲ 13,524 ▲ 13,524 A ▲ 13,524 ▲ 13,524 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

実習経費
高等技術専門校において実施する職業訓練に要す
る経費
（所要見込額の減）

41,515 ▲ 6,029 ▲ 6,029 ▲ 6,029 A ▲ 6,029 ▲ 6,029 A ▲ 6,029 ▲ 6,029 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

訓練手当
公共職業能力開発施設の職業訓練を受ける身体障
がい者等に対する訓練手当の給付
（所要見込額の減）

46,654 ▲ 18,835 ▲ 18,835 ▲ 18,835 A ▲ 18,835 ▲ 18,835 A ▲ 18,835 ▲ 18,835 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

障がい者職業能力開発事業
障がい者を対象とした職業訓練等に要する経費
（所要見込額の減）

54,547 ▲ 9,741 ▲ 9,741 ▲ 9,741 A ▲ 9,741 ▲ 9,741 A ▲ 9,741 ▲ 9,741 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

離職者訓練事業
離職者等を対象とした職業訓練の委託に要する経
費
（所要見込額の減）

626,230 ▲ 225,085 ▲ 225,085 ▲ 225,085 A ▲ 225,085 ▲ 225,085 A ▲ 225,085 ▲ 225,085 A 要求どおり
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商工雇用創生局
労働雇用創生課

熊本県ブライト企業推進事
業

ブライト企業の普及・拡大及びブライト企業として認
定を受けた企業への支援に要する経費
（所要見込額の減）

21,726 ▲ 5,638 ▲ 5,638 ▲ 5,638 A ▲ 5,638 ▲ 5,638 A ▲ 5,638 ▲ 5,638 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

新型コロナウイルス感染症
対策雇用維持・確保支援事
業

アドバイザー派遣による中小企業等の雇用調整助
成金等の活躍支援に要する経費
（所要見込額の減）

25,123 ▲ 13,626 ▲ 13,626 ▲ 13,626 A ▲ 13,626 ▲ 13,626 A ▲ 13,626 ▲ 13,626 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職員給与費 技術短期大学校職員給与費 141,613 21,836 21,836 21,836 A 21,836 21,836 A 21,836 21,836 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技術短期大学校管理運営費
技術短期大学校の維持管理、補修、運営及び教育
訓練に要する経費
（所要見込額の減）

167,132 ▲ 10,550 ▲ 10,550 ▲ 10,550 A ▲ 10,550 ▲ 10,550 A ▲ 10,550 ▲ 10,550 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

新型コロナ対応再就職支援
プログラム（ R2経済対策
分）

解雇・雇止め等による失業者の人手不足業種へ
の再就職促進に要する経費

246,525 193,977 193,977 193,977 B 193,977 193,977 B 193,977 193,977 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

職員給与費 産業支援課職員給与費 154,335 ▲ 1,675 ▲ 1,675 ▲ 1,675 A ▲ 1,675 ▲ 1,675 A ▲ 1,675 ▲ 1,675 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

職員給与費 産業技術センター職員給与費 359,413 14,604 14,604 14,604 A 14,604 14,604 A 14,604 14,604 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

産業振興ビジョン推進事業
産業振興ビジョン評価委員会の設置、次期ビ
ジョン策定に要する経費等（所要見込額の減）

19,114 ▲ 3,249 ▲ 3,249 ▲ 3,249 A ▲ 3,249 ▲ 3,249 A ▲ 3,249 ▲ 3,249 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

地場企業立地促進費補助
地場企業の施設整備等による県経済の活性化、
雇用の創出を促すための助成（所要見込額の
減）

380,724 ▲ 303,468 ▲ 303,468 ▲ 303,468 A ▲ 303,468 ▲ 303,468 A ▲ 303,468 ▲ 303,468 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

「熊本県ＩｏＴ推進ラボ」
事業

「熊本県IoT推進ラボ」の運営管理等に要する経
費（所要見込額の減）

9,700 ▲ 1,000 ▲ 1,000 ▲ 1,000 A ▲ 1,000 ▲ 1,000 A ▲ 1,000 ▲ 1,000 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

サプライチェーン再構築に
伴う販路開拓支援事業

県外大手メーカーへの提案型展示商談会を開催
する連携グループに対する助成

1,800 1,400 1,400 1,400 B 1,400 1,400 B 1,400 1,400 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

第４次産業革命推進事業
導入支援チームの派遣や設備投資への補助等、
企業のＩｏＴ・ＡＩ等の先端技術導入促進に要
する経費（所要見込額の減）

49,800 ▲ 1,535 ▲ 1,535 ▲ 1,535 A ▲ 1,535 ▲ 1,535 A ▲ 1,535 ▲ 1,535 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

ワサモンのまちづくり推進
事業

県内の若者を対象とした起業促進に要する経費
（所要見込額の減）

6,907 ▲ 1,721 ▲ 1,721 ▲ 1,721 A ▲ 1,721 ▲ 1,721 A ▲ 1,721 ▲ 1,721 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

運営管理費（センター）
産業技術センターの運営、施設の維持管理等に
要する経費（所要見込額の減）

66,065 ▲ 5,636 ▲ 5,636 ▲ 5,636 A ▲ 5,636 ▲ 5,636 A ▲ 5,636 ▲ 5,636 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

新規外部資金活用事業（特別
支援事業）

国や企業等の外部資金を活用した試験研究に要
する経費（所要見込額の減）

137,606 ▲ 102,411 ▲ 102,411 ▲ 102,411 A ▲ 102,411 ▲ 102,411 A ▲ 102,411 ▲ 102,411 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

職員給与費 エネルギー政策課職員給与費 92,522 ▲ 2,376 ▲ 2,376 ▲ 2,376 A ▲ 2,376 ▲ 2,376 A ▲ 2,376 ▲ 2,376 A 要求どおり
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新産業振興局
エネルギー政策課

電源立地地域対策交付金事
業

公共用施設整備等を実施する水力発電施設所在
市町村に対する助成（国庫内示減及び所要見込
額の減）

71,192 ▲ 336 ▲ 336 ▲ 336 A ▲ 336 ▲ 336 A ▲ 336 ▲ 336 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

石油貯蔵施設立地対策等交
付金事業

公共用施設整備等を実施する石油貯蔵施設立地
市及び周辺市町村に対する助成（国庫内示減及
び所要見込額の減）

16,700 ▲ 729 ▲ 729 ▲ 729 A ▲ 729 ▲ 729 A ▲ 729 ▲ 729 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

新エネルギー等導入推進事
業

新エネルギーの導入推進のための関係機関や事
業者との連絡調整、国・九州電力との協議等に
要する経費（所要見込額の減）

3,073 ▲ 444 ▲ 444 ▲ 444 A ▲ 444 ▲ 444 A ▲ 444 ▲ 444 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

くまもと県民発電所推進事
業

県民発電所の認証及び設置促進等に要する経費
（所要見込額の減）

3,080 ▲ 2,407 ▲ 2,407 ▲ 2,407 A ▲ 2,407 ▲ 2,407 A ▲ 2,407 ▲ 2,407 A 要求どおり

新産業振興局
エネルギー政策課

蓄電池普及による防災拠
点・再エネ促進事業

県有施設や家庭への蓄電池設置を通して、災
害・危機に強い防災拠点づくり等に要する経費

29,495 1,248 1,248 1,248 B 1,248 1,248 B 1,248 1,248 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

職員給与費 企業立地課職員給与費 152,013 ▲ 6,648 ▲ 6,648 ▲ 6,648 A ▲ 6,648 ▲ 6,648 A ▲ 6,648 ▲ 6,648 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

産業支援サービス業等集積
促進事業

県と立地協定を締結した産業支援サービス業務
施設を設置する企業に対する助成（所要見込額
の減）

160,734 ▲ 13,939 ▲ 13,939 ▲ 13,939 A ▲ 13,939 ▲ 13,939 A ▲ 13,939 ▲ 13,939 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

企業誘致事業
企業誘致及び既立地企業のフォローアップに要
する経費（所要見込額の減）

52,474 ▲ 11,000 ▲ 11,000 ▲ 11,000 A ▲ 11,000 ▲ 11,000 A ▲ 11,000 ▲ 11,000 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

企業立地促進費補助
企業の本県立地を促すための助成（所要見込額
の減）

3,824,666 ▲ 680,000 ▲ 680,000 ▲ 680,000 A ▲ 680,000 ▲ 680,000 A ▲ 680,000 ▲ 680,000 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

戦略的ポートセールス推進
事業

熊本港・八代港の利活用を図るためのポート
セールスに要する経費（所要見込額の減）

30,975 ▲ 16,900 ▲ 16,900 ▲ 16,900 A ▲ 16,900 ▲ 16,900 A ▲ 16,900 ▲ 16,900 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

市町村施設整備促進事業
市町村が実施するサテライトオフィス受入施設
等の施設整備に対する助成（所要見込額の減）

37,500 ▲ 30,328 ▲ 30,328 ▲ 30,328 A ▲ 30,328 ▲ 30,328 A ▲ 30,328 ▲ 30,328 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

市町村派遣職員人件費負担
金

市町村からの派遣職員人件費に対する負担金 5,858 163 163 163 A 163 163 A 163 163 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

県営工業団地環境整備事業
新規工業団地の開発に向けたフィジビリティス
タディ（実現可能性調査）の実施に要する経費
（所要見込額の減）

10,000 ▲ 3,609 ▲ 3,609 ▲ 3,609 A ▲ 3,609 ▲ 3,609 A ▲ 3,609 ▲ 3,609 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

高度技術研究開発基盤整備
事業等特別会計繰出金

高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計への
繰出金（所要見込額の減）

22,740 ▲ 2,913 ▲ 2,913 ▲ 2,913 A ▲ 2,913 ▲ 2,913 A ▲ 2,913 ▲ 2,913 A 要求どおり

164,059,639 715,531 ▲ 108,814 ▲ 108,814 ▲ 42,486 ▲ 42,486 ▲ 42,486 ▲ 42,486商工労働部　計


